
　１．はじめに

　米国の主要都市を結んで２０世紀の半ばに急速に整

備された高速道路網は、その更新期にあたる１９８０年

代の後半からさまざまな見直しや変化に直面してき

た。例えばシアトルでは都心を二つに分断していた

高速道路の空中権を取得し、上部にデッキを設けて

緑地を整備することで、都市を再びつなぎ合わせる

ことに成功した。サンフランシスコでは、１９８９年の

ロマ・プリータ地震によって高架のエンバーカデロ・

フリーウェイが倒壊した後、これを再建せずに路面

電車とパーム並木のプロムナードの整備を行った。

このようなプロジェクトの背景には、自動車交通を

最優先とした従来の整備方針に対する反省と、都市

の生活空間としての質を高めることによって活性化

を図ろうとする都市政策の変化が見られる。

　米国東北部の主要都市ボストンでは、１９５０年代に

都心部を貫く形で建設された高架高速道路 （Ｉ‐９３）

を約２．５ｋｍにわたって地下化することを中心とした

大規模な土木プロジェクト「ビッグ・ディッグ（Ｔｈｅ 
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　都市空間において、道路等の交通空間は大きな面積を占めている。このため、道路空中

権の活用や高速道路の地下化などにより、都市空間の再構築と活性化を図るメガ・プロジ

ェクトが試みられるようになってきた。本稿では、米国マサチューセッツ州ボストンで

１９９１年から２００４年にかけて行われたビッグディッグと呼ばれる事業を対象に、都市交通空

間の改変が都市の居住環境及びコミュニティに与える社会経済的影響を、地価・人口構成

のデータに基づいて検証する。本事業による地域環境の改善によって周辺の不動産市場の

需要が増大し、高所得層による周辺地域での住宅の取得や居住を誘引して都心部の活性化

に寄与することが期待される。その一方で、低所得の移民等を中心とする伝統的なコミュ

ニティが地価上昇によって求心力を弱めることも危惧される。
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Ｂｉｇ Ｄｉｇ）」の工事が、１９９１年から約１４６億ドルの総事

業費をかけて進められてきた。２００４年１２月現在、こ

のプロジェクトのうち地上部の緑地整備を残した全

ての工事が完成している。この地上部の４分の３に

あたる約１２ｈａは、公園・緑地として整備されること

になっており、プロジェクトに伴うその他の緑地整

備などとともに、ボストン都市部の地域環境の大幅

な改善効果を持つことが期待される。

　このプロジェクトでは、これまで半世紀にわたっ

て都市を分断してきた高架道路を撤去し、その上部

を緑地空間として整備することによって、道路交通

の利便性を損なうことなく都市環境のドラスティッ

クな改善を図ろうとしている点が大きな特色である。

地下化工事がアンダーピニングと呼ばれる特殊な建

設工法を用い、既存の高架道路を供用しながら進め

られた点からも、この事業が交通の利便性を犠牲に

することなく都市における生活環境の改善を目指し

ているものであることがわかる１）。

　このプロジェクトが巨額の費用をかけて遂行され

た背景には、自動車社会の発展に伴って変遷を遂げ

てきた米国の都市問題に対する考え方の変化がある。

１９５０年代の後半以降、自動車交通システムが発展し

た米国の都市では、マイカーを持つ富裕層が豊かな

生活空間を求めて次々と郊外へ移転した。その結果、

マイカーを保有できない貧困層が都心部に取り残さ

れ、都心の住宅地が衰退する傾向が顕著になってき

た。さらに、「スラム・クリアランス」によって古

くからの住民のコミュニティを分断しつつ道路建設

を進める事業姿勢が拍車をかけた２）。

　高い職業能力を持つ労働力が都市の外縁へと移転

するのに伴い、彼らを雇用するハイテク企業なども

郊外へ移転し、全国でオフィス街を含めた都市全体

の衰退が進んだ３） 。このような都市の外縁化傾向が

進む一方で、劇場やコンサートホール、ショッピン

グ施設やレストラン・バーなどが徒歩や公共交通機

関で移動できる範囲に集積した魅力的なダウンタウ

ンを持つ都市は、そのことで希少価値と人気が高ま

った。ニューヨークやサンフランシスコなどの魅力

ある都市に、高いスキルを持つ若年層が集まり、こ

れらの都市の経済的な競争力をさらに高めてきた４）。

本研究の対象地ボストンも、このような徒歩圏に魅

力が集積する都市の一つである。ここで都心部の交

通空間の有効な再構築によりさらなる環境改善を図

ることは、経済面においても都市を活性化する有力

な起爆剤となると期待される。　

　ビッグディッグ・プロジェクトによる道路の地下

化と緑地の創出は、周辺環境を急激に変化させる。

Fig.1およびFig.2に見られるように、事業地に隣接

する土地は、プロジェクトを境に「渋滞の絶えない

高速道路沿い」という好まれない立地条件から、

「公園の緑に面した」一等地へと大きな変貌をとげる。

その結果として、周辺の土地に対する需要が増し、

経済活動を伴うオフィスビル、店舗、ホテル、そし

て住宅などの開発が進められている。

　その一方で、このプロジェクトが住宅市場へ与え

る影響が過大であれば、急激な地代（家賃）の上昇に

よる圧力で周辺地域の古くからの住民が排除される

可能性がある。これは当事者である住民にとって不

利益であるだけでなく、古くからの地域コミュニテ

ィの破壊を通じて都市の健全な発展を妨げる危険が

ある。特に人種や社会的階層によって所得や学歴等

に大きな差異があり、公平性が強く求められる米国

の都市政策においては、プロジェクトが特定のグル

ープに著しい利益や不利益を与えることのないよう

注意を払う必要がある。

　本稿では、ビッグディッグ・プロジェクトによる

Ｄｅｃ.，２００５ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３０，Ｎｏ．４ （　　）５７
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Fig. 1　ビッグディッグ前のＣＡ部
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Fig. 2　ビッグディッグ後のＣＡ部のイメージ



交通空間の改変が生活環境に及ぼす影響について、

経済・社会的な側面からの検証を行う。まずプロジ

ェクトの概要を紹介し、都市空間の改変による環境

改善効果を、ヘドニック法によって推計した著者の

近年の研究５）に基づいて示す。次に、１９９０年と２０００年

に実施された米国国勢調査における人口構成および

住宅ストックのデータから作成した調査区（ｃｅｎｓｕｓ 

ｔｒａｃｔ）単位のパネル・データを用い、ビッグディッグ・

プロジェクトが周辺の不動産市場とコミュニティ構

成に及ぼす影響について考察する。結論では、交通

空間の活用で周辺地域の活性化を図るにあたっての

示唆を整理する。

　２．ビッグディッグ・プロジェクトの概要

　２－１　事業の概要

　ビックディッグと呼ばれるこのプロジェクトの正

式名称はＴｈｅ Ｃｅｎｔｒａｌ Ａｒｔｅｒｙ／Ｔｈｅ Ｔｈｉｒｄ Ｈａｒｂｏｒ 

Ｔｕｎｎｅｌ Ｐｒｏｊｅｃｔ （ＣＡ／Ｔプロジェクト）という。こ

れは、ボストンの都心を南北に高架で通過している

高速道路Ｉ‐９３号線（別名セントラル・アーテリー：

ＣＡ）の地下化と、ボストン港を挟んで市の東部に位

置するローガン空港へのアクセスを改善するための、

新たな海底トンネルの建設から成る複合プロジェク

トである１） 。コンストラクションマネージャ６）の費

用や工事に伴う環境対策を含めた総事業費は２００４年

７月現在で約１４６億ドル（約１．７兆円）であり、総延長

１２ｋｍを考慮すると東京湾アクアライン（１．５兆円、

１５ｋｍ）を凌ぐ規模である。

　ＣＡ部では既存の６車線の高架高速道路を取り壊

し、その直下に８車線のトンネル高速道路が構築さ

れた。そのため、約２．５ｋｍにわたって高架橋をアン

ダーピニング工法により支え、高速道路の通行を許

しながら開削トンネルが掘り進められた。高架橋の

跡地のうち約１２ｈａは、公園などのオープンスペー

スとして整備される。事業主体はマサチューセッツ

有料道路公社（ＭＴＡ）であり、事業費の５９％は連邦

政府の補助を受けている。当事業は１９８３年に調査を

開始し、１９８７年に連邦議会が事業計画を承認、１９９１

年に環境影響評価書の承認を受けた後に着工された。

空港海底トンネルが１９９４年に開通したのをはじめ、

四度の部分開通を経て２００４年までにすべての道路が

開通した。２００５年の夏季には跡地の整備（緑地整備な

ど）が行われ、全ての工事が完了する見通しである。

　２－２　プロジェクト決定までの経緯

　ＣＡ／Ｔプロジェクトの表向きの事業目的は、ボ

ストン都市内の高速道路の渋滞緩和である。しかし、

高架のＣＡを地下化するというビッグディッグの構

想は、皮肉な事に１９５０年代にこの道路が開通したと

きには既に始まっていた。ここでは、ＣＡ／Ｔプロ

ジェクトの実施が決定されるに至った経緯を紹介す

る。

　ボストンの都市計画は、１８７８年から１８９６年にわた

ってフランクリン・ロー・オルムステッドにより設

計された公園緑地系統「エメラルド・ネックレス」

を中心に、歴史的建築物や緑地の保全に成功を修め

てきたことで知られている。しかしこの都市も、第

二次世界大戦後の米国経済発展の軸を担った全国規

模の高速道路網整備、スラムクリアランスと大規模

再開発を中心とした都市政策の流れに逆らうことは

できなかった。Ｉ‐９３号線の建設は、１９４４年に法制化

された連邦補助金による全国的な高速道路網建設の

一環として計画され、このうちボストンの中心部を

通過するＣＡ部分は、２万人以上の住民の立ち退き

を伴う千棟以上の建物の収用・撤去を行って、１９５４

年に上下６車線の大規模な高架道路として建設され

た７）。

　このとき大規模な土地収用の対象になったのは、

ボストン市内で低所得層を成していたイタリア系移

民が集中して居住するノース・エンドと、アジア系

移民の住むチャイナタウンである。計画当初におい

ては、モータリゼーションを支える道路整備が新た

なボストンの都市経済を支えるインフラとして全面

に押し出された。同時期に組織されたボストン都市

圏開発審議会が地域の高校生向けに作成した資料で

は、長くボストンの市民に利用されていた「時代遅

れ」の高架の市電（オレンジ・ライン）を撤去する一

方、高架のＣＡが「未来都市」の象徴として強くアピ

ールされている。

　しかし、１９５０年代に入り北側から実際にＣＡの建

設が進むに従って、旧来のコミュニティを分断する

巨大な構造物に対して、住民らの不満は一気に高ま

った。ケネディ家をはじめとする有力者も含むこの

運動を重く見た州政府（事業当局）は、まだ建設の進

んでいなかった南半分の計画を変更して地下高速道

路とし、１９５９年にようやく全面開通に至った。この

ような経緯から、高架として残された北半分は、行

政の失敗作として市民の間に記憶された。

　その後、ＣＡの北半分を含む全面地下化が本格的

に検討されるようになったのは、１９８８年の大統領選

挙で民主党候補となったデュカキス氏が１９７４年に州
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知事の座に着いてからである。氏が１９８２年に再び政

権に返り咲いてから、当時必要性が高まっていた新

空港トンネルの計画を取り込むことにより、事業計

画が渋滞対策という位置付けで現実味を帯びるよう

になった。

　３．高架の撤去と緑地の創出による環境改善効果

　ビッグディッグによる交通空間の改変により、

ＣＡの近隣では主に次の二つの面で地域環境が改善

されると考えられる。

�高架のＣＡは、半世紀にわたって都心部にそびえ

たつ巨大な緑の鉄の壁であり、近年では老朽化も

伴って景観を著しく損ねてきた。この高架を撤去

することにより景観が改善されるとともに、この

両側のコミュニティが再び結び付けられる。また、

道路交通の地下化によって騒音・振動や大気汚染

が緩和される。

�地下化後の跡地にオープンスペースを整備するこ

とによって、さらなる都市景観・環境の改善とレ

クリエーション機会の提供が見込まれる。

　これらの都市空間の変容が周辺環境の改善に与え

る経済的な便益を計測するために、著者はヘドニッ

ク法を用いた分析を行った５）。この研究では、

２０００年時点におけるボストン都心部の集合住宅（コ

ンドミニアム） １６，０４４件の固定資産税評価額データ

を用い、これら住戸の特徴（部屋数、床面積の広さ、

駐車場の有無など）、さらに住宅の立地（公園、水

辺、地下鉄駅、高速道路などへの距離など）によっ

て説明する両対数モデルを構築して重回帰分析を行

った。この結果をTable 1に示す。

　この結果、公園への距離および高速道路への距離

の両方が住宅価格に顕著な影響を及ぼしていること

が明らかになった。例えば従属変数を住戸の価格と

すると、公園は面積の大小（面積１エーカー＝約０．４

ｈａを基準に分類した）距離の対数の係数が負の値

（‐０．０８５および‐０．０４３）であり、高速道路への距離の

対数の係数が正の値（０．０８０）であると推定された。

　これは、統計的に見て、公園に近いことは望まし

い立地条件であり、また高速道路に近いことは望ま

しくない立地条件であるということを意味している。

この両対数モデルでは距離に対する価格弾力性が一

定であると仮定しているので、大きな公園への距離

の係数が‐０．０８５であるというこは、最も近い大きな

公園への距離が２倍になると住宅の価格が５．７％減

少する（２‐０．０８５＝‐０．９４３）ということを意味する。高速

道路に対しては逆向きの効果が生じ、最も近い高速

道路への距離が２倍になると不動産価格は４．５％上

昇すると予測される（２０．０６４ ＝ １．０４５）。この結果から、

ビッグ・ディッグの完成により、高架高速道路が地

下化されて新しい公園が生まれることによって、近

隣の不動産に新たな付加価値が生みだされることが

予測できる。

　次に、ヘドニック法による推定の結果を用い、新

たな緑地によって生み出される不動産価値の増加分

の総量の試算を行った。公園への距離が不動産価格

に与える影響が全ての用途で一定であると仮定すれ

ば、新たな１２ｈａの緑地によって少なくとも２億

５，２００万ドルの資産価値の上昇が見込まれる。さら

に、高架道路の撤去による効果によってさらに７億

３，２００万ドルの上昇分があると考えられる。不動産

価格の上昇の地理的分布は、Fig.3に示すように建

設事業地に隣接した場所に集中している。
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Table 1　ヘドニック回帰分析の結果５）

標準
偏差係数

０．００９＊０．９７３ｌｎ（床面積）
０．００９＊０．０７３ｌｎ（部屋数）
０．０１０＊０．１０４ｌｎ（バスルーム数）

下記の場合　Ｄｕｍｍｙ ＝ １
０．００５＊０．０３９　　所有者による占有
０．００６＊０．１３６　　駐車場有
０．００６＊０．０９１　　暖炉有
０．００５＊－０．０６４ｌｎ（建物の築年数）
０．００３＊－０．０５４ｌｎ（建物内の住居数）

下記の施設からのｌｎ （距離）
０．００４＊－０．０８５　　大きな公園（≧０．４ｈａ）
０．００５＊－０．０４３　　小さな公園（＜０．４ｈａ）
０．００５＊－０．１６５　　チャールズ川
０．００９＊－０．０５１　　ボストン港
０．００７＊０．０８０　　高速道路 （ビッグディッグ後）
０．００８＊－０．０９８　　地下鉄駅

郵便番号が下記の場合Ｄｕｍｍｙ＝１
０．０１４＊０．２２３　　　　０２１０８
０．０２４０．０２７　　　　０２１０９
０．０３１＊０．３１４　　　　０２１１０
０．０１８＊０．０８０　　　　０２１１１
０．０２０＊－０．１８６　　　　０２１１３
０．０１４－０．００８　　　　０２１１４
０．０１４－０．０１４　　　　０２１１５
０．０１２＊０．２０１　　　　０２１１６
０．１４２＊７．９８７定数

０．８２３補正後相関係数
（Ａｄｊｕｓｔｅｄ Ｒ‐ｓｑｕａｒｅｄ）

１６，０４４観測値の数
注１）＊係数は９９％の有意水準でゼロ仮説を棄却。
　２）従属変数はコンドミニアムの評価額（単位＝ドル）の自然対数

である。
　３）省略された郵便番号 は「０２１１８」である。



　上記の試算は２０００年単年のデータの分析に基づく

推計であるが、地元最大の新聞Ｔｈｅ Ｂｏｓｔｏｎ Ｇｌｏｂｅは、

２００４年６月の一面記事８）の中で、ＣＡ沿いの不動産

価格の急激な上昇が実際に起きていると報じている。

この記事によれば、ビッグディッグ・プロジェクト

の着工以来１５年間で、新たに生み出される公園（ロ

ーズ・ケネディ緑道）に面した商業地の評価額は平

均で７９％値上がりしているが、これは市全域の平均

である４１％の値上がりの約２倍に当たる。近隣のオ

フィスビルの所有者らは、緑道に面した立地をより

有効に活用するために、ビル公園に接した面の緑化

工事を新たに行うなどの対応を進めている。また、

新たなオフィスビル、大型コンドミニアムなどの開

発も盛んに行われており、ビッグディッグ・プロジ

ェクトによって周辺の不動産市場が急激に活性化し

ていることには疑いの余地がない。

　４．周辺コミュニティに与える社会経済的影響

　４－１　プロジェクトの理念と問題意識

　このプロジェクトが計画される背景で、高架道路

の建設によって分断された都市を再び一つに結びつ

けることが重要な目的となっていることは前述した

とおりである。このことは、新しい公園の設計案を

議論するプロセスで、周辺住民からの意見を積極的

に取り入れることなどにも反映されてきた。

　仮にビッグディッグプロジェクトの前後で周辺地

域の住民が移動せず、住宅費用が変化しないとする

ならば、環境改善の便益は既にこの地域に居住して

いる人々が享受することになる。しかし、高架が撤

去され、新たに緑地が整備されることによって周辺

の不動産に対する人気が高まると、高所得者層が支

払い可能な水準で家賃が決定され、現在賃貸などで

この地域に居住している住民が排除される可能性も

ある。この場合、これらの住民にとっては事業によ

る不利益が利益を上回ることも考えられ、これは地

域ごとに人種、民族、所得などの似通ったグループ

が分住（ｓｅｇｒｅｇａｔｉｏｎ）する傾向の強い米国の都市で

は、重大な問題である。
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Fig. 3　予測される不動産価格の上昇幅（ビッグディッグの前後）



　以下では、事業によって大きな影響を受けやすい

近隣コミュニティに居住する人口の分布と、１９９０年

から２０００年にこれらのコミュニティが受けた影響に

ついての分析を行う。

　４－２　周辺コミュニティの人口分布

　ここではボストンの１９９０年時点における人口構成

の分布を見る。Table 2は、ボストン市の全域（１５８

調査区）とビッグディッグの事業地から半径５００ｍの

範囲内に含まれる１２の国勢調査区のそれぞれについ

て、人口構成に関する国勢調査データの平均と標準

偏差を示している。全人口に占める白人の比率は、

市域全体では平均６２％であるが、事業地周辺の調査

区では８４％と高くなる。これは、市域全体では２５％

を占める黒人が事業地の周辺にはほとんどいないた

めである。また、アジア太平洋系の人種の割合は事

業地周辺で高いが、これは中国等のアジア系住民が

人口の８０％以上を占めるチャイナタウンがＣＡの南

半分に隣接しているためである。Fig. 4は、１９９０年

時点での白人人口の割合を、Fig. 5はアジア系人口

の割合を調査区毎に示したものである。市の中央部

から南にかけては、いずれの人口も少ないが、この

地域では黒人人口の比率が大きくなっている。
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Table 2　１９９０年の人口プロファイル

ＣＡから０．５ｋｍ以内の
調査区（ｏｂｓ．＝ １２）

全市域の調査区 
（ｏｂｓ．＝１５８）

標準偏差平均標準偏差平均
人種別人口

０．２７９９０．８４９３０．３４５９０．６２４８　白人の比率
０．０２２１０．０１７７０．３１７３０．２５３０　黒人の比率
０．２６５８０．１２９４０．１０１６０．０５４３　アジア太平洋人種の比率

教育レベル
０．１３９６０．３８２３０．１９７８０．２７９９　大学卒業者の比率

家庭で話される言語
０．２３２３０．７３８００．１５８７０．７４１６　英語のみを話す人口の比率
０．２４９７０．１１６２０．０９８１０．０４５５　アジア太平洋言語を話す人口の比率

０．１２９８０．０５６５０．０５３１０．０１７５　アジア太平洋言語を話し、英語を話す力が“ｖｅｒｙ ｗｅｌｌ” 
未満の人口の比率

住宅
０．１１２９０．２６１９０．１７１５０．３０２６　持ち家に住む人口の比率
１７，０９２３４，７６９１２，５５８２９，５５２所得（中間値、ドル）

貧困の水準
０．０８５２０．１５８２０．１１７４０．１９８０　世帯収入が貧困水準に満たない人口の比率

Fig. 4　１９９０年の白人人口分布 Fig. 5　１９９０年のアジア太平洋人種人口分布



　次に、貧困率、世帯ごとの所得、持ち家率、学歴、

さらに家庭で話されている言語と英語を話す能力、

などの人口構成を見る。学歴（２５歳以上の人口のう

ち大学卒業者の割合）では、全市では大学卒業者が

２８％であるのに対し、事業地周辺では約３８％と高い。

また、世帯所得の中間値においても全市の平均約

３０，０００ドルを上回る３４，８００ドルとなっている。これ

は、ボストンの都心部近くには１９世紀以来の伝統を

持つ高級住宅地ビーコン・ヒルや大規模な高級コン

ドミニアムなどがあり、都市部の金融機関、医療機

関などで働く高所得・高学歴の人口がここに集中し

ているためであると考えられる。

　一方で、持ち家率（居住中の住宅のうち、所有者

が居住している住戸の割合）は事業地の周辺で全市

平均に比較して低く抑えられている。これは、都心

に近いという立地から、賃貸住宅に一時的に居住す

る人口が多いこと、チャイナタウンなど移民が多い

地区では持ち家率が３％未満と極端に低いことなど

が理由として考えられる。

　さらに、表中には示していないがチャイナタウン

の中心部である二つの国勢調査区に限ると、大学卒

業者の割合は７．３％とその他の調査区に比べて著し

く低かった。この二つの調査区では、８０％の人口が

家庭でアジア系の言語を用い、英語を話す力が“ｖｅｒｙ 

ｗｅｌｌ”に満たない人口の割合は４４％に達していたこ

とからも、アジア人同士の母国語によるコミュニケ

ーションを主とする独自のコミュニティが維持され

ていたことがわかる。また、多くの人々が飲食店や

縫製などの低賃金の職業に従事しており、世帯所得

の中間値は約１３，０００ドルと著しく低かった。また、

この地域における持ち家率はわずか２．６％であった。

これらの地区は、アジア系住民以外にはなかなか居

住や不動産購入の対象とされなかったが、逆にこの

ために半世紀以上にわたってアジア系移民のコミュ

ニティの「中心（センター）」としての役割が維持さ

れてきたとも考えられる。住宅ストックは老朽化し

たものが多く決して良好ではないが、低い家賃で住

むことができることから、移住後間もない人々が最

初に入居し、ここで働き経済力をつけてから他の地

域に移転するインキュベーターとしての役割を果た

してきた。

　５．人口構成の変化に見るプロジェクトの影響

　５－１　環境改善への期待と人口構成変化

　１９９０年から２０００年の間に、ボストン市全体および

ＣＡ周辺の人口構成はかなりの変容を遂げた。Table 

3は、Table 2と同じ項目について２０００年の国勢調査

の結果を示したものである。

　市全体の平均では、白人の割合は６２％から５４％へ

と減少し、アジア人の割合は５．４％から７．１％に増加

している。しかし、これに反してＣＡに隣接した調

査区では、白人の割合が増加し、アジア人の割合が

減少している。また、家庭で英語のみを話す人口の

割合は、市全体では減少している。これはヒスパニ

ック系移民の増加によるものだが、ＣＡに隣接する

地域では英語のみを話す人口が若干増加している。
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Table 3　２０００年の人口プロファイル

ＣＡから０．５ｋｍ以内の
調査区 （ｏｂｓ．＝ １２）

全市域の調査区
（ｏｂｓ．＝１５８）

標準偏差平均標準偏差平均
人種別人口

０．２２３４０．８３７４０．３１４１０．５４４７　白人の比率
０．０３１１０．０２３７０．２７３３０．２４６０　黒人の比率
０．２１３３０．１１５４０．０９４７０．０７１４　アジア太平洋人種の比率

教育レベル
０．１７１１０．５０３８０．２２３８０．３３７７　大学卒業者の比率

家庭で話される言語
０．１５５８０．７９５３０．１６３２０．６６７６　英語のみを話す人口の比率
０．１６３９０．０８８６０．０７８４０．０５８３　アジア太平洋言語を話す人口の比率

０．０７８００．０３２６０．０２９９０．００７２　アジア太平洋言語を話し、英語を話す力が“ｖｅｒｙ ｗｅｌｌ” 
未満の人口の比率

住宅
０．１３８４０．２９５４０．１７６７０．３１５８　持ち家に住む人口の比率
１８，５１６４９，０６０１６，０７８３９，９３７所得（中間値、ドル）

貧困の水準
０．１０２２０．１４５１０．１１９７０．２０１７　世帯収入が貧困水準に満たない人口の比率



また、大学卒業者の比率は全市域で増加（２７．９％か

ら３３．７％）しているが、隣接地域における増加幅

（３８．２％から５０．３％）は著しく大きい。

　５－２　データ

　米国社会において、英語を話す力や高度な教育を

受けていることは、職業を通じて高い所得を得るこ

とと高い相関関係がある。従って、上に述べた人口

変化からは、（調査期間中は工事が進行中で高架道

路がまだ使用されていたにもかかわらず）ビッグデ

ィッグによる環境改善効果への期待から高所得層の

人口がこの地域に移転してきたことが示唆される。

ここでは、ビッグディッグ・プロジェクトの進行と

人口構成の変化関係を知るため、国勢調査から得ら

れる以下の六つの人口の社会的属性に関わる変数を

用いて分析を行った。用いた属性は、①白人、②ア

ジア人、③家庭で英語のみを話す人、④家庭でアジ

アの言語を話す人口、⑤四年制大学卒業者、⑥世帯

所得が貧困水準に満たない人口、の六つであり、そ

れぞれ調査区内の対象人口全体に対する比率を変数

として用いた。また、１９９０年と２０００年の分析単位を

揃えるために、両年で国勢調査区が異なるところで

はＵ．Ｓ． Ｃｅｎｓｕｓ Ｂｕｒｅａｕから発行されているＣｅｎｓｕｓ 

Ｔｒａｃｔ Ｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ Ｆｉｌｅｓ９）を用いて２０００年の調査区

単位に変換した値を用いた。

　５－３　仮説検定

　ビッグ・ディッグの環境変化が大きな影響を与え

る範囲で白人、英語使用人口、高学歴、高所得の人

口が増加しているという仮説を、下に示す方法で検

定した。六つの人口変数のそれぞれについて、下の

形での重回帰分析を行った。

 

　ここで、比率����および比率����はそれぞれ２０００年、

１９９０年時点での属性（例：白人）が対象人口全体に占

める比率である。したがって、この式の左辺（従属

変数）は１９９０年から２０００年の間の当該属性の増加や

減少を示す。

　隣接ダミーは当該調査区がＣＡから５００ｍ以内にあ

れば１、それ以外の場合０のダミー変数である。こ

の項の係数 ��が正の値であると推定されると、ビッ

グディッグに隣接した地域で、他の地域と比べて対

象となる人口の割合が多くなっていることがわかる。

�×（比率����）の項は、同種の人口が集中したり、多

種の人口と混ざり合ったりする傾向を、ビッグディ

ッグとの地理的な近接性と切り離して捉えるために

（比率����―比率����）

＝��＋�×（隣接ダミー）＋�×（比率����）＋�
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注１）全ての回帰分析について、観測値（ボストン市域内の国勢調査区）の数は１５６である。
　２）＊：係数は９０％の有意水準でゼロ仮説を棄却。＊＊：係数は９５％の有意水準でゼロ仮説を棄却。

Table 4　人口構成の変化についての回帰分析結果

アジア太平洋人種白人従属変数：
（２０００年の比率－１９９０年の比率）

標準誤差係数標準誤差係数

０．０１２７＊－０．０２１５０．０３２６＊＊０．１１４０隣接ダミー

０．０３３３＊＊－０．１４９１０．０２５１＊＊－０．１６７０１９９０年の比率

０．００３８＊＊０．０２６８０．０１７６０．０１６０定数

０．１５０．２４相関係数（Ｒ２）

家庭でアジア太平洋言語を
話す人口英語のみを話す人口従属変数：

（２０００年の比率－１９９０年の比率）

標準誤差係数標準誤差係数

０．０１２１＊－０．０２０５０．０２９５＊＊０．１４１３隣接ダミー

０．０３２９＊＊－０．２９７２０．０４９７＊＊－０．２１１８１９９０年の比率

０．００３５＊＊０．０２７５０．０３７８＊０．０７２３定数

０．３８０．２１相関係数（Ｒ２）

貧困人口大学卒業者従属変数：
（２０００年の比率－１９９０年の比率）

標準誤差係数標準誤差係数

０．０２０１－０．０２５２０．０２１０＊＊０．０６２３隣接ダミー

  ０．０３９８＊＊－０．１６１８０．０２８１＊＊０．０６０３１９９０年の比率

０．０１００＊＊０．０３７７０．００９５＊＊０．０３６２定数

０．１００．０９相関係数（Ｒ２）



加えている。したがって、この係数 ��が正の値と推

定されれば、（市域の全体で）同種の人口がもともと

多い所にさらに集中する傾向があり、負の値であれ

ば多種の人口が多く住む所へ進出したことを示す。 

��は回帰残差である。

　Table 4に回帰分析の結果を示す。白人、英語の

みを話す人口、大学卒業者、の三つの変数を用いた

分析で隣接ダミーの係数が正の値と推定され、これ

らの人口の割合が、ＣＡの近隣で他の市域と比較し

て増加する傾向があった。これらの係数は全て９５％

の水準で統計的に有意である。いっぽう、アジア太

平洋人種、家庭でアジア・太平洋言語を話す人口で

は隣接ダミーの係数が負の値であり、他の地域と比

較するとＣＡ近傍でこれらの人種の割合が減少した

り、増加の程度が小さいことを示している。ただし、

これらの値は９０％の有意水準でのみ有効である。貧

困率については、ＣＡ近傍の地域とそれ以外で統計

的に有意な差は見られない。

　５－４　結果と考察

　以上の分析から、ビッグディッグによる都市空間

の改変が、異なるグループにそれぞれ異なった影響

を与えていることが明らかである。白人であること、

公用語である英語を自由に話すことができること、

高いレベルの教育を受けているということは、いず

れも米国社会で高所得を得る可能性と密接に結びつ

いている。したがって、この結果からは、他の地域

では起こっていない空間改変とその結果としての環

境改善により、所得の高い（＝居住する場所を比較

的自由に選ぶことができる）人口が事業地の近くに

誘引されたと考えられる。実際に、ＣＡの近隣では

１９９０年代の後半以降に高所得・高学歴層をターゲッ

トとしたコンドミニアムの建設等が相次いでおり、

２０００年以降に完成しているものも多いことから、今

後この傾向はますます加速すると考えられる。

　所得水準別にさらに詳細な分析１０）を行った結果

では、所得（１９９９年の世帯年収）水準が７５，０００ドル～

１２５，０００ドルの層、一人世帯、１８歳以下の子どもの

いない夫婦世帯などが、他の地域と比較してＣＡ近

隣部で顕著な増加を示している。この結果からも、

利便性の高い都心での生活と良好な生活空間の両立

を図ろうとする可処分所得の高いグループが、ＣＡ

部の空間改変によって誘致されていることがわかる。

　アジア・太平洋人種やこれらの地域の言語を話す

人口の割合が比較的減少しているが、絶対数を比較

すると、対象地域でこれらの人数が減少しているわ

けではない。したがって、既存の住民の転出による

減少自体は少なく、その他の人口が転入したことに

よって、割合が減少した結果であると考えられる。

ただし、Table 1およびTable 2で見られるように、

これらの人口の割合が市域全体では急速に増加して

いる事実を考慮に入れると、これまでであればＣＡ

部に転入してきたであろう人口が、市域内の他の地

域に居住する傾向があると推察できる。

　分析の結果を解釈するに当たって、本研究で対象

とした１９９０年から２０００年の期間は、ＣＡ部で主要な

工事が行われている最中であったことに十分な注意

を払う必要がある。２０００年時点では実際の環境改善

の効果はまだ現れておらず、工事による騒音や振動

の悪影響のほうが大きかったとも考えられる。住宅

などの不動産を購入や建設投資をするに当たっては、

将来環境が改善されるという期待が購入（投資）価格

に反映されるが、通常は賃貸の家賃は現状の周辺環

境のみを反映したものとなる。このため、対象地域

の住宅の大部分を占める賃貸住宅市場への真の影響

は、工事中の２０００年時点では十分に現れていないと

考えられる。この影響を見極めるには、これ以降の

データ（国勢調査が行われるのは１０年に一度）を用い

て追跡調査を行うことが必要である。

　６．結論

　本稿では、ボストンのビッグディッグ・プロジェ

クトによるセントラル・アーテリー（ＣＡ） 部の空間

改変が、周辺地域にどのような社会経済的影響を与

えるかについて、周辺地価と人口動態の分析に基づ

き明らかにした。

　既存の都心部分において、高架高速道路の地下と

その上部空間における緑地整備は、地域環境をより

好ましいものとし、地価を上昇させる効果が見込ま

れる。一方で地価の上昇は住宅のコストを押し上げ

るため、周辺地域の人口構成にも影響を与える。こ

の事例では、１９９０年から２０００年の間に、事業地に隣

接する地域において白人を中心とする高所得・高学

歴のグループが市内の他地域と比較して顕著に増加

している。しかし、プロジェクトが完成するのが

２００５年以降であることから、２０００年時点での賃貸住

宅への影響は比較的小さかったと考えられる。この

ため、プロジェクトの真の社会・経済的影響の大き

さを評価するためには今後の追跡評価が不可欠であ

る。

　また、ボストンのチャイナタウンのように、比較

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３０，Ｎｏ．４ 平成１７年１２月（　　）６４
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的低所得層の移民らがコミュニティを形成している

地域の個性を守り育てて行くためには、低所得者層

向けの住宅への公的補助や、新規開発に対する一定

の制限を行うことが必要である。例えば、チャイナ

タウンのコミュニティ開発を担うＮＰＯ組織などで

は早くから危機感を抱き、１９９０年台の後半から高級

コンドミニアムの建設反対運動や、アフォーダブル

（補助つき）住宅の設置促進運動等を行ってきた。そ

の結果、市場並の価格で販売される住戸とアフォー

ダブル住戸の混合開発などが実現されてきている。

　ビッグディッグ事業地周辺の分析を通じ、大規模

な交通空間の改変を通じて都市の再構築を図ること

は、都市・地域再生に十分な効果を与える。しかし

一方で、近隣の既存コミュニティに対し、計画の意

図を越えた社会的影響を与える場合もあることがわ

かった。効果的な都市再生のためには、大規模なプ

ロジェクトが与えるさまざまな影響を考慮しつつ、

それに対処する有効な政策を準備することが望まれ

る。
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